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 事業環境が激しく変化するなか、成長戦略を具現化する手段としてM&Aが注目されています

 M&Aは、事業領域の拡大を短期間で実現するために有効な選択肢の一つとなっていますが、その取組が単なるM&Aの「成

立」に終わり、「事業の成功」を達成していないケースが散見されるのも事実です

 PMI (Post Merger Integration) : M&A後の経営統合 に関するプロセスを適切に実施することは、M&Aで変化した組織を最

適化し、シナジー効果を生むために、そしてM&Aを「成功」に導くために必要不可欠な要素です

M&A成立後の経営統合～戦略再構築が最も重要なプロセス

M&Aの成功の鍵を握るPMI

1. M&A成功の鍵を握るPMI (Post Merger Integration : M&A後の経営統合プロセス)

（出所）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング

（出所）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング

2. PMI実施事項の分類と例

3. 統合の形式によって異なるPMIの留意点

統合形式 統合の図解 特徴および留意点

完全統合型
（少数派）

PMIが必要な事項は多いが、必要なポイントを
発⾒しやすい（必須ポイントが多い）
 ⼈事制度、給与体系の統合等、PMIの必要が多い
 ⼀体化するためPMIが必要な事項が⾒えやすい

親⼦会社型

持株会社型

PMIが必要な事項は少ないが、シナジーを享受
するために必要なポイントを⾒落としやすい
 重複する機能がそのまま温存されやすい
 クロスセルの取組等が推進しづらい

事例は多いが、PMIが不⼗分なものが多い

（出所）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング
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プレM&A
4. PMIご支援に関する３つのスタイル

（出所）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング
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① 統合準備委員会を活⽤した統合推進

② 業務の円滑な移⾏から完全統合 ③ 効果検証を踏まえた
統合の最適化

①

②

③

基本合意以降

最終契約以降

統合後1〜2年後

統合準備委員会を
活⽤した統合推進

業務の円滑な
移⾏から完全統合

効果検証を踏まえた
統合の最適化

 統合準備委員会の事務局（PMO）運営を多⾯的に⽀援します
 経営統合の全領域を対象として、統合効果の早期実現に必要な施策を検討し

ます
 短期的・中⻑期的に必要な統合計画（戦略・経営管理体制・経営インフラ・

意識）を策定します

 遅滞なくPMIプロセスを開始するために必要な統合計画を策定します
 業務の円滑な継続・移⾏を前提とした、⼈事、組織、業務、IT等の統合・共

通化を⽀援します
 経営の最適化・効率向上に向けた統合計画の実⾏を⽀援します

 統合効果について、事業シナジー、コスト削減、企業価値など多様な視点か
ら評価を⾏います

 M&Aの⽬的に⽴ち返り、企業のありたい姿を再定義するとともに、統合後の
組織、業務プロセス、ガバナンス等を分析し、ありたい姿に向けて実施すべ
き施策の検討とその実⾏を⽀援します

スタートするタイミングに応じたPMI に関するご支援について （三菱UFJリサーチ＆コンサルティングがご支援致します）

経営
インフラ

戦略

意識

⼈事

組織

業務プロセス

 シナジー実現に向けた戦略の共有、クロスセルや新領域開拓により1+1=2以上を狙う
 共有された戦略に従い、具体的な施策を展開

 株式の保有体制、⼦会社の経営層を選任・処分できる⼒の獲得と維持
 会計（財務・管理）、⽬標管理、コンプライアンスなど管理枠組と内部統制の共通化
 海外拠点を有する場合、特にこのテーマが⼤きな問題となる

 時間をかけて統合後の各組織・階層に浸透
 相互理解の深化によってシナジーを創出

ガバナンス

経理・財務
基盤

 共通の資格体系、評価基準を早期に整備
 ⼈材交流、旧組織の壁を越えた⼈事異動の実現
 双⽅に不公平感を抱かせないオープンな議論を展開

 重複する機能組織の統合による効率化とシナジーの発揮
 現状の⼈材ありきではなく、事業戦略の実現に最適な組織を検討
 統合後のガバナンス、業務プロセスを踏まえて組織を再設計

 統合後の組織、要員、基幹システム、物流体制等を踏まえて業務プロセスを最適化
 表⾯上の統合ではなく、シナジー創出のための業務改⾰を意識した取組を実施

 可視化と効率化の２点が重要なポイント、２社の規律観のギャップに注意
 経理業務のIT化と統合によって、グループ⼦会社のガバナンスも向上
 キャッシュの集中による効率運⽤、ポジション凸凹の平準化等、効率化を実現

経営
管理体制

IT基盤  ⽇々の業務を⽀えるIT基盤を統合、⼊念な検討と対応が必要
 SI事業者の提案を受⾝で採⽤すると、膨⼤なコスト発⽣源となることが多い

株式会社三菱UFJ銀行
コーポレート情報営業部
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コーポレート情報営業部

 M&A後、PMI後の将来予想連結財務シミュレーションに基づいた財務的課題を抽出、その解決策および
最適な資⾦調達形態のご提案 （MUFG,無償）

財務PMI

M&A
戦略⽴案

事業戦略
ディスカッション

コンサルティング

 貴社経営層とのM&Aを含む事業戦略に関するディスカッション。戦略、株価、資⾦調達、ファンドの活
⽤、事業承継等、多様な視点で （MUFG,無償）

 国内、国外市場や相⼿先企業（外国企業を含む）および貴社内部の調査を伴うM&A戦略⽴案ご⽀援。事
業の切り出しと統合、３社以上による業界再編等に関するご⽀援 （MURC,有償）

 従業員福利厚⽣、コーポレートガバナンス・コード対応等で求められる持株会の統合、取締役を対象と
した⾃社株報酬制度の構築 （MUT,無償/有償）

 PMIによって発⽣する不動産の有効活⽤、処分、或いは調達ニーズ対応に関するご⽀援。リースを活⽤
したスキームのご提案も可能 （MUFG,無償)

5. PMIに関係するMUFGグループのご支援について

MUFGグループは、M&AおよびPMIについて、以下のようなご支援を準備しております

Pre-
M&A

フェーズ

PMI
計画⽴案

実務⽀援  表⾯2.記載の項⽬を代表とするPMIに関するあらゆる取組みの全般的ご⽀援。
プロジェクトに伴⾛するご⽀援。⼈事・物流・海外等が好評です （MURC,有償）

オリジネーション

エクセキューション

 貴社のM&A戦略に合致した対象企業のリストの作成、コンタクト先の絞込み、コンタクトのご⽀援
（MUFG,無償）（MURC,有償）

 M&Aの執⾏全般のご⽀援。取引ストラクチャーに関する助⾔、相⼿⽅への打診・意思確認、価値評価分
析、条件交渉・DD・契約書類・プレスリリース等の各種ご⽀援 （MUFG,有償）

FA
（フィナンシャル
アドバイザリー）

業務

M&A
実施

フェーズ

PMI
フェーズ

 M&Aのシナジー（コスト削減、クロスセル等）実現のために、PMIとして何をどのように⾏うのが適切
かの調査・分析とご報告・ご提案 （MURC,有償）

PMI全般
実施⽀援

資本戦略
ディスカッション

 M&A/PMI後の新たなグループ体制における最適な資本構成のご提案。税務⾯を勘案し、持株会社制へ
の移⾏等も含みます （MUFG,無償）（MURC,有償）

資⾦調達体制の
⾒直し

⼦会社
デットリストラ

 有利⼦負債の重い⼦会社がある場合等の、グループ全体の計画的な有利⼦負債削減に向けたご提案
（MUFG,無償）

経理PMI
 M&A後のグローバル資⾦調達⼿法として、シンジケートローン、商流ファイナンス、売上回収管理ファ

イナンス、輸出OA買取等のファイナンス⼿法のご提案 （MUFG,無償/有償）
ファイナンス
⼿法の多様化

グループ資⾦
循環体制整備

 再投資や配当を戦略的に実施するために、グループの収益を親会社（持株会社）に効果的に集約する体
制の構築 （MURC,有償）

経理業務
本社集中

 経理業務（代⾦回収等を含む）・外為業務を本社に集中させつつ管理レベルを向上させるための各種商
品・サービスのご提案。管理の可視化とコスト低減を実現 （MUFG,無償/有償）

不動産PMI

⾃社株報酬
持株会

物のPMI

実施事項・
実施⽅法決定

 国内のみならず海外の拠点・現地法⼈までを対象としてグループ各社での資⾦需要を均⼀化。為替ヘッ
ジコストや外部調達規模を抑制し、コストを低減 （MUFG,無償）

資⾦管理体制の
⾒直し

間接業務
アウトソース

 PMIで統合を進める間接業務について、MUFGグループでのアウトソース受託（給与計算・経費精算
等）および国内外アウトソース受託業者のご紹介 （MUFG,無償/有償）

 ⼤きなコスト削減の鍵となる物流PMIについて、専⾨コンサルタントによる総合的なご⽀援。物流委託
先の変更や不動産調達も視野に⼊れた対応が可能 （MURC,有償）

物流PMI

 PMIにおいて新たな施設を建設・設備を調達する場合に、その内容を確認して⾏政からの補助⾦の活⽤
可否等を総合的に把握、低コストの資⾦調達⽅法のご提案 （MUFG,無償)

設備PMI
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